
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

〇　サイバー犯罪事犯について、新たな技術を悪用した犯罪に対する捜査・解析能力の強化を図るため、対応し得る機能を有した資機材

　を整備する。また、サイバー捜査員の捜査能力向上のため、更に充実した研修会を開催する。

〇　不法投棄等環境事犯についても、発生が後を絶たないことから、継続的な取締りを推進するため、現行どおりの事業を推進する。

 概算事業費（B（A）+C） 6,909 8,192 7,950 6,610

目標に対

する成果

の状況

〇　サイバー犯罪捜査用資機材を活用した捜査により検挙件数の目標数を上回った。また、捜査官への研修実施により捜査能力が向上

　した。

〇　環境事犯については、平成24年度は成果目標未達成（目標240人のところ229人の検挙）であったが、平成25年度は成果目標240人

　のところ250人の検挙があり、目標を達成することができた。

概　算

人件費

6,826 8,109 7,867

サイバー犯罪検挙

件数

83 83 83

0.01 0.01 0.01 0.01

83

100人

229人 240人 250人 達成 240人

5,544 7,339 7,158 5,301

達成状況

Aの

財源

1,644 1,642 1,597 1,226

環境事犯検挙件数

8,981 8,755 6,527 目標 成果

合計（A) 7,188 8,981 8,755 6,527

補正予算

ﾈｯﾄﾜｰｸ利用犯罪検挙数 99件 105件 114件 達成

合計 8,755 7,867 6,527

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度25年度25年度25年度 26年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越

項目

H24末

（実績）

Ｈ25
H26

目標
当初予算 7,188

直接 ・サイバー犯罪捜査用資機材の整備、機器リース料等 6,155 5,854 3,956

（当初）

１．環境犯罪対策経費 直接 ・環境犯罪捜査用資機材の整備、検査手数料等 889 384 851

○　ネットワーク利用犯罪を始めとしたサイバー犯罪の検挙件数の向上を図るとともに、県民が犯罪被害に遭う危険性を低減する。

○　県民の生活環境を保全し、良好な県民生活を維持するために悪質重大な環境犯罪を検挙する。

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25 H26

（当初） （決算）

３．サイバー捜査官の育成

直接

負担金

・サイバー捜査員の捜査能力向上のための研修経費

等

1,711 1,629 1,720

２．サイバー犯罪捜査経費

目指す姿

○　日々進化するサイバー犯罪に迅速に対応するため、捜査官の技能向上を図るとともに、捜査用資機材を活用して犯罪を検挙すること

　により、サイバー空間における安全・安心を確保し、犯罪のない明るい社会づくりを目指す。

○　生活環境に多大な影響を及ぼす産業廃棄物の不法投棄等を防止し、県民の良好な生活環境の保全を図る。

現状

○　サイバー空間は新たな犯罪領域となっており、県民が被害に遭う危険性が増している。

○　悪質巧妙化するサイバー犯罪に対し、対策体制を強化しているが、資機材の整備や捜査官の技能向上が求められている。

○　生活環境の保全に支障をきたす産業廃棄物の不法投棄が後を絶たない。

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

警察法、警察官職務執行法、刑法、刑事訴訟法、不正アクセス禁止法、著作権法、出会い系サイ

ト規制法、環境基本法　等

県民との協働による実施： 困難

１　犯罪のない安全な社会づくり 実施期間 S29 ～

課・室 生活環境課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail police-seikan@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

４－２　県民生活の安全対策

事業番号 16 01 19 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 生活環境犯罪対策事業生活環境犯罪対策事業生活環境犯罪対策事業生活環境犯罪対策事業
担

当

課

部局 警察本部


